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有 価 証 券 報 告 書 
 

１ 本書は金融商品取引法第24条第１項に基づく有価証券報告書を、同法第

27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出し

たデータに目次及び頁を付して出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した有価証券報告書に添付された監査

報告書及び上記の有価証券報告書と併せて提出した確認書を末尾に綴じ込

んでおります。 
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④【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 46,165 51,880

減価償却費 2,683 2,679

減損損失 31 123

貸倒引当金の増減（△） 748 10,489

賞与引当金の増減額（△は減少） △768 16

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,237 1,344

資金運用収益 △168,293 △153,927

資金調達費用 25,260 18,153

有価証券関係損益（△） 10,483 569

為替差損益（△は益） △557 509

固定資産処分損益（△は益） 168 104

商品有価証券の純増（△）減 18,661 △33,174

貸出金の純増（△）減 △188,208 △16,337

預金の純増減（△） 317,393 396,446

譲渡性預金の純増減（△） 15,060 33,280

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

13,200 1,500

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 38 21

コールローン等の純増（△）減 810,590 64,045

債券貸借取引支払保証金の純増（△）減 △195,135 194,571

コールマネー等の純増減（△） 16,490 16,431

外国為替（資産）の純増（△）減 1,240 505

外国為替（負債）の純増減（△） △92 △13

資金運用による収入 165,479 157,291

資金調達による支出 △27,586 △18,950

その他 2,956 △17,907

小計 867,247 709,652

法人税等の支払額 △31,226 △18,894

営業活動によるキャッシュ・フロー 836,021 690,758

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △8,175,935 △7,674,546

有価証券の売却による収入 2,119,065 2,507,415

有価証券の償還による収入 5,319,750 4,611,403

有形固定資産の取得による支出 △2,843 △3,283

有形固定資産の売却による収入 27 51

無形固定資産の取得による支出 △150 △85

投資活動によるキャッシュ・フロー △740,086 △559,045

財務活動によるキャッシュ・フロー   

劣後特約付借入れによる収入 － 11,000

劣後特約付借入金の返済による支出 － △21,500

劣後特約付社債の発行による収入 － 10,447

配当金の支払額 △40,280 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー △40,280 △60

現金及び現金同等物に係る換算差額 5 4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 55,660 131,657

現金及び現金同等物の期首残高 197,266 252,926

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  252,926 ※1  384,584

─ 75 ─



























































































 
  

  

平成２１年６月２２日

  

 

 
  

  
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社埼玉りそな銀行の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第７

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社埼玉りそな銀行の平成２１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

  

独立監査人の監査報告書
 

株式会社 埼玉りそな銀行 

取   締   役   会 御中

監査法人 ト ー マ ツ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 古  澤    茂 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 墨  岡  俊  治 ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出
会社)が別途保管しております。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

  

平成２２年６月２２日

  

 

 
  

  
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社埼玉りそな銀行の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第８

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社埼玉りそな銀行の平成２２年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

  

独立監査人の監査報告書
 

株式会社 埼玉りそな銀行 

取   締   役   会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ  

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 古  澤    茂 ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 墨  岡  俊  治 ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出
会社)が別途保管しております。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第２項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月28日 

【会社名】 株式会社埼玉りそな銀行 

【英訳名】 Saitama Resona Bank，Limited 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  上  條  正  仁 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当ありません。 

【本店の所在の場所】 さいたま市浦和区常盤七丁目４番１号 

【縦覧に供する場所】 該当ありません。 

 

 

 



当社代表取締役社長上條正仁は、当社の第８期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)の有価

証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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